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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第94期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第93期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 1,041,953 3,864,263

経常利益（百万円） 9,283 60,695

当期純利益又は四半期純損失(△）

（百万円）
△2,884 4,837

純資産額（百万円） 523,508 527,689

総資産額（百万円） 2,747,921 2,420,057

１株当たり純資産額（円） 12,345.66 12,404.45

１株当たり当期純利益又は四半期

純損失（△）（円）
△72.12 120.98

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ －

自己資本比率（％） 18.0 20.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△56,424 59,934

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△24,596 △78,448

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
78,175 8,953

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
109,260 113,685

従業員数（人） 7,914 7,503

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には消費税等は含まれていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

　

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社になりました。

　

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

（連結子会社）

住商石油株式会社

　※

 

東京都港区

 

500

 

石油製品等の

販売

 

100.0

　

貸付金…有

設備の賃貸借…有

※　住商石油株式会社は平成20年７月１日に社名を変更し、エスアイエナジー株式会社となりました。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 　7,914 〔3,654〕

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔　〕内に外数で記載しています。

　　　　２．前連結会計年度末に比べ従業員数が411名増加していますが、これは主に出光潤滑油(中国)有限公司及び　

　　　　　　住商石油㈱(平成20年７月１日エスアイエナジー㈱に社名変更)を新たに連結の範囲に含めたことや定期採

　　　　　　用等によるものです。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 　4,798 〔1,017〕

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔　〕内に外数で記載しています。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称  金額（百万円） 前年同期比（％）

石油製品 628,301 －

石油化学製品 168,085 －

石油開発 30,770 －

その他 9,675 －

　（注）１．上記の金額は、製造会社は製品生産額、石油開発部門、その他部門は販売金額によって記載をしています。

２．上記の金額には消費税等は含まれていません。

(2）受注状況

　当第１四半期連結会計期間の受注状況は、次のとおりです。

事業の種類別セグメント

の名称
受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

その他 5,123 － 7,026 －

　（注）上記の金額には消費税等は含まれていません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称  金額（百万円） 前年同期比（％）

石油製品 793,588 －

石油化学製品 187,594 －

石油開発 31,156 －

その他 29,612 －

合計（百万円） 1,041,953 －

　（注）１.「主な相手先別の販売実績」に該当する販売相手先はないため、記載を省略しています。

２．上記の金額には消費税等は含まれていません。

３．各部門の販売実績は、外部顧客への売上高を記載しています。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

　

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況

 当第１四半期連結会計期間における原油価格は、米国のサブプライムローン問題に端を発する世界的な金融不

安、更には米国経済の減速懸念からドル安のヘッジとして巨額の資金が原油市場に流入したことなどの影響によ

り、上昇の一途を辿りました。

 また為替相場は、99円／ドル台後半で始まりましたが米国ＦＲＢによる積極的な金融危機対応を受け、過度な

信用不安が薄らいだことや大統領をはじめとする米国要人からのドル安牽制発言が相次いだことなどの影響に

より、ドルが徐々に水準を切り上げる展開となりました。第１四半期平均では105.6円／ドルと、前年同期に比べ

16.2円／ドルの円高となりました。

　石油業界においては、ドバイ原油の６月平均価格が127.8ドル／バレルに達し平成20年３月平均価格と比べ３ヶ

月間で31.1ドル／バレルの急上昇となりました。短期間での大幅な原油価格上昇によるコスト増の影響を大きく

受ける事業環境となりました。

　石油化学業界においては、石油化学原料であるナフサ価格が原油価格同様に急騰し、過去最高の水準で推移しま

した。石油化学製品のアジアでの需要は堅調に推移したものの、生産能力増等による需給緩和と原料価格高騰に

よる採算悪化の影響を受け、一部で生産調整が行われるなど厳しい事業環境となりました。

 

原油価格、ナフサ価格、為替レートの状況 　

　
前第１四半期　　　　　　　連

結会計期間

当第１四半期　　　　　　　　連

結会計期間
増減

 ドバイ原油  64.8ドル／バレル 116.9ドル／バレル  52.1ドル／バレル ＋80.4%

 ナフサ価格 673ドル／トン 963ドル／トン 290ドル／トン ＋43.1%

 為替レート  121.8円／ドル 105.6円／ドル △16.2円／ドル   △13.3% 

　

　当社グループの第１四半期連結業績は、売上高１兆420億円（前年同期比32．3％増）、営業利益81億円（前年同

期比9.1％減）となりました。

なお、当社はたな卸資産の評価方法に後入先出法を採用していますが、当年度より評価期間について年度から四

半期に変更しています。この変更により、営業利益で56億円増加しています。

　また、営業外損益は、為替差益の減少等により12億円の利益（前年同期比31億円減）となり、経常利益は93億円

（前年同期比29.4％減）となりました。

　特別損益は、タンカー売却益を36億円計上したこと等により18億円の利益（前年同期比23億円利益増）となり

ました。また、法人税等、少数株主利益は、139億円（前年同期比34億円増）となりました。

　以上の結果、四半期純損益は29億円の損失となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりです。

　部門
売上高 営業利益

当期 前年同期比 当期 前年同期比

石油製品 7,936 億円 39.2 ％ △111 億円 － 　

石油化学製品 1,876 億円 11.9 ％ 25 億円 △41.8 ％

石油開発 312 億円 43.4 ％ 158 億円 47.0 ％

その他 296 億円 5.5 ％ 8 億円 － 　

計 10,420 億円 32.3 ％ 81 億円 △9.1 ％

①石油製品部門

　石油製品部門では、短期間に過去に例のない原油価格の大幅な上昇が起こりました。コスト上昇分については価

格改定による値上げに努めましたが、精製用燃料費増加や販売価格に反映されるまでのタイムラグの発生などに

より営業損失となりました。

　潤滑油事業では、需要が拡大するアジアを中心にグローバル展開を進めた結果、国内外の販売数量がライセンス

先の販売を含め前年比109.3％の販売数量となりました。

　当第１四半期連結会計期間における石油製品部門の売上高は、7,936億円（前年同期比39.2％増）となり、営業損
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益は111億円の損失計上（前年同期比59億円損失増）となりました。

②石油化学製品部門

　石油化学製品部門では、原油価格高騰によりナフサ価格が急上昇し過去最高を更新しましたが、石油製品同様、

急激な原料コストの上昇にスチレンモノマーやパラキシレン等の製品市況が追随できず、製品マージンが縮小し

ました。また、原料価格高騰に伴う用役コスト増もあり、収益環境は悪化しました。

　当第１四半期連結会計期間における石油化学製品事業の売上高は、1,876億円（前年同期比11.9％増）となり、営

業利益は25億円（前年同期比41.8％減）となりました。

③石油開発部門

　石油開発部門は、ブレント原油が96.9ドル／バレル（前年同期比39.1ドル／バレル上昇）となり、原油価格の高

騰が収益に大きく貢献しました。また、４月にはノルウェーの子会社、出光ペトロリアムノルゲ（

Idemitsu Petroleum Norge AS）が15％の権益を保有する炭鉱鉱区PL293の「Afrodite」構造で、ガスの集積を発見し

ました。今後、埋蔵量の評価・検討を実施する予定です。なお、ノルウェーの在外子会社の第１四半期連結会計期

間は、1-3月期となります。

　当第１四半期連結会計期間における石油開発部門は原油価格の上昇等により売上高は、312億円（前年同期比

43.4％増）、営業利益は158億円（前年同期比47.0％増）となりました。

④その他部門

　石炭事業では、平成20年１月中旬にエンシャム鉱山が集中豪雨による洪水の被害を受け、操業を一部で停止した

影響で、オーストラリア自社炭の生産数量は151万トンと前年同期比64万トンの減少となりました。エンシャム鉱

山は、一部で出荷を再開し現在の出荷量は被災前の６割程度となっています。収支状況につきましては、石炭の輸

出価格上昇などにより、前年対比で増収増益となりました。なお、オーストラリアの在外子会社の第１四半期連結

会計期間は、1-3月期となります。

　当第１四半期連結会計期間におけるその他部門の売上高は、石炭価格の上昇等により296億円（前年同期比5.5％

増）となり、営業利益は８億円となりました。

 

(2) 財政状態の分析

①資産の部・負債の部

原油価格の高騰により、資産の部ではたな卸資産や売掛債権が増加し、負債の部では仕入債務及び短期運転

資金が増加しています。また、本年７月22日に「連結決算における在外子会社の会計基準変更に関するお知ら

せ」にて開示しましたとおり、当第１四半期連結会計期間より、会計基準変更に伴いノルウェーのスノーレ鉱

区油田の将来債務を資産・負債両建てで計上しています。これらの結果、連結総資産は２兆7,479億円となり、前

連結会計年度末に比べ3,279億円増加し、連結負債は２兆2,244億円となり、前連結会計年度末に比べ3,320億円増

加しました。

②純資産の部

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は5,235億円となり、前連結会計年度末に比べ42億円減少しまし

た。これは、当第１四半期会計期間が損失計上となったことが主な要因です。また、当第１四半期連結会計期間

末の少数株主持分は、前連結会計年度末に比べ18億円減少の298億円となりました。

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は前連結会計年度末の20.5％から18.0％となりまし

た。
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(3) キャッシュ・フローの分析

　当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、1,093億円となり、前連結会計年

度末に比べ、44億円減少しました。その主な要因は次のとおりです。

  営業活動におけるキャッシュ・フローは、564億円の支出となりました。これは、原油価格高騰によるたな卸資

産の増加や売掛債権の増加などの資金減少要因が、税金等調整前四半期純利益や減価償却費などの資金増加要因

を上回ったことによります。

  投資活動におけるキャッシュ・フローは、246億円の支出となりました。これは、設備投資による有形固定資産

の増加などによります。

　財務活動におけるキャッシュ・フローは、782億円の収入となりました。これは、原油価格高騰によるたな卸資産

や売掛債権の増加等に対応して短期借入金が増加したことなどによります。今後、グループ内の資金効率の改善

等により借入金の圧縮に努めます。

 

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第１四半期連結会計期間における当社グループの資金需要及び財務政策について、前連結会計年度から重要

な変更はありません。

 

(5) 対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、前連結会計年度に掲げた課題では、原油価格及びナフサ価格が前回想定を大幅に超えて高騰する中、石油

製品・石油化学製品の販売価格への反映に取り組むとともに、徹底的な合理化・効率化を追求しています。また、

製品輸出など需給対応を機動的に進めていき、収益の確保に取り組んでいます。

　また、平成20年１月中旬に集中豪雨により洪水被害を受けたエンシャム石炭鉱山については、平成21年第１四半

期（平成21年１～３月）での生産水準の被災前の状態への回復に向け、引き続き、冠水した採掘エリアの排水、砂

泥除去、大型重機の補修、堤防などのインフラ関係の補修・増強工事を進めています。

　なお、当社は財務及び事業の方針を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施

行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

　当社は、当社グループの企業価値・株主共同の利益の確保・向上のため、安定的かつ持続的成長の実現に努めて

います。

　したがって、当社株式を大量に取得しようとする者の出現等により、当社グループの企業価値・株主共同の利益

が毀損されるおそれがある場合には、法令・定款で許容される範囲内において適切な措置を講じることを基本方

針とします。

（注）文中に記載した将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において入手可能な情報から得られた判断

に基づいておりますが、多様なリスク・不確実性を含んでいます。

 

(6) 研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、42億円です。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

　

EDINET提出書類

出光興産株式会社(E01084)

四半期報告書

 7/29



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2）設備の新設、除却等の計画

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 109,000,000

計 109,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 40,000,000 40,000,000
東京証券取引所

市場第一部
－

計 40,000,000 40,000,000 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
 （百万円）

平成20年４月１日～

平成20年６月30日
－　 40,000,000 －　 108,606 －　 57,245

　

（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及びその共同保有者である三菱ＵＦＪ信託銀

行株式会社、三菱ＵＦＪ証券株式会社、三菱ＵＦＪ投信株式会社、エム・ユー投資顧問株式会社から平成20年６

月２日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成20年５月26日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有し

ている旨の報告を受けていますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確

認ができません。

　

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号　 1,285,700 3.21

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　 991,900 2.48

三菱ＵＦＪ投信株式会社　 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　 199,800 0.50

三菱ＵＦＪ証券株式会社　 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号　 98,600 0.25

エム・ユー投資顧問株式会社　 東京都中央区日本橋室町三丁目２番15号　 94,800 0.24
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をして

います。

　

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 －　 － －

議決権制限株式（自己株式等） －　 － －

議決権制限株式（その他） －　 　－ －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        9,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   39,969,600 399,696 －

単元未満株式 普通株式       20,700 － －

発行済株式総数 40,000,000 － －

総株主の議決権 － 399,696 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,800株含まれています。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数28個が含まれています。

　

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

出光興産株式会社
　東京都千代田区丸の内　

三丁目１番１号
9,700 －　 9,700 0.02

計 － 9,700 －　 9,700 0.02

　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 9,360 11,330 11,550

最低（円） 7,520 8,630 9,210

 （注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。
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３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

　

　

　

　

EDINET提出書類

出光興産株式会社(E01084)

四半期報告書

11/29



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

います。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって、新日本監査法人から名

称変更しています。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 105,050 108,185

受取手形及び売掛金 433,330 397,492

有価証券 4,210 5,500

商品及び製品 ※3
 143,306

※3
 113,609

半製品 61,363 48,422

原材料 271,006 214,262

仕掛品 890 757

その他 214,030 206,772

貸倒引当金 △1,588 △1,086

流動資産合計 1,231,599 1,093,915

固定資産

有形固定資産

土地 623,140 621,905

その他（純額） ※1
 416,100

※1
 419,831

有形固定資産合計 1,039,240 1,041,736

無形固定資産

のれん 6,936 6,067

その他 25,342 26,476

無形固定資産合計 32,279 32,543

投資その他の資産

油田プレミアム資産 173,404 －

その他 272,824 253,346

貸倒引当金 △1,426 △1,484

投資その他の資産合計 444,802 251,862

固定資産合計 1,516,322 1,326,142

資産合計 2,747,921 2,420,057

負債の部

流動負債

買掛金 457,177 389,386

短期借入金 338,603 296,786

コマーシャル・ペーパー 98,928 49,982

1年内償還予定の社債 18,400 18,400

未払金 232,163 254,172

未払法人税等 33,624 26,438

賞与引当金 2,914 5,793

その他 89,326 76,710

流動負債合計 1,271,138 1,117,669
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

固定負債

社債 54,600 54,600

長期借入金 430,314 438,546

退職給付引当金 46,867 49,200

修繕引当金 29,520 26,378

豪州石炭鉱山災害復旧費用引当金 12,700 12,700

油田プレミアム負債 172,953 －

その他 206,319 193,272

固定負債合計 953,275 774,698

負債合計 2,224,413 1,892,368

純資産の部

株主資本

資本金 108,606 108,606

資本剰余金 71,138 71,139

利益剰余金 174,622 182,686

自己株式 △120 △118

株主資本合計 354,248 362,313

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,788 1,663

繰延ヘッジ損益 14,610 3,480

土地再評価差額金 122,269 121,848

為替換算調整勘定 △2,212 6,750

評価・換算差額等合計 139,455 133,743

少数株主持分 29,805 31,632

純資産合計 523,508 527,689

負債純資産合計 2,747,921 2,420,057
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

売上高 1,041,953

売上原価 973,930

売上総利益 68,022

販売費及び一般管理費

運賃 14,049

賞与引当金繰入額 2,158

退職給付引当金繰入額 1,030

その他 42,708

販売費及び一般管理費合計 59,946

営業利益 8,075

営業外収益

受取利息 624

受取配当金 3,421

持分法による投資利益 1,855

その他 717

営業外収益合計 6,619

営業外費用

支払利息 3,782

その他 1,629

営業外費用合計 5,411

経常利益 9,283

特別利益

固定資産売却益 3,708

その他 456

特別利益合計 4,165

特別損失

減損損失 531

固定資産売却損 41

固定資産除却損 1,823

その他 4

特別損失合計 2,401

税金等調整前四半期純利益 11,046

法人税等 11,905

少数株主利益 2,024

四半期純損失（△） △2,884
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 11,046

減価償却費 18,719

減損損失 531

のれん償却額 195

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,339

修繕引当金の増減額（△は減少） 3,142

受取利息及び受取配当金 △4,046

支払利息 3,782

固定資産売却損益（△は益） △3,667

売上債権の増減額（△は増加） △28,380

たな卸資産の増減額（△は増加） △97,015

仕入債務の増減額（△は減少） 65,104

未払金の増減額（△は減少） △19,240

その他 △2,145

小計 △54,314

利息及び配当金の受取額 4,671

利息の支払額 △3,167

法人税等の支払額 △3,613

営業活動によるキャッシュ・フロー △56,424

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △18,680

有形固定資産の売却による収入 3,965

無形固定資産の取得による支出 △728

投資有価証券の取得による支出 △729

投資有価証券の売却による収入 38

貸付金の純増減額 592

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △6,126

その他 △2,928

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,596

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 41,903

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 48,946

長期借入れによる収入 451

長期借入金の返済による支出 △8,513

自己株式の取得による支出 △2

配当金の支払額 △2,999

少数株主への配当金の支払額 △64

その他 △1,546

財務活動によるキャッシュ・フロー 78,175
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（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,433

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,278

現金及び現金同等物の期首残高 113,685

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

853

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 109,260
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

項目
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1) 連結の範囲の変更

　当第１四半期連結会計期間より、出光潤滑油（中

国）有限公司は重要性が増したため、住商石油株式

会社は全株式を取得したため、IDEMITSU 

SUNRISE INSURANCE COMPANY LIMITEDは、連

結子会社のAsia Sunrise Co.Pte.Ltd.より事業を承継

したため、連結の範囲に含めました。

(2) 変更後の連結子会社の数

58社

２．持分法の適用に関する事

項の変更

           ────────

　

　

３．会計処理基準に関する事

項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

  たな卸資産

　たな卸資産の評価方法について、当社は、従来、年

度別（もしくは半期別）の後入先出法によってい

ましたが、「四半期財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第12号　平成19年３月14日）の適用

に伴い、四半期毎の適正な期間損益計算を行うた

め、当第１四半期連結会計期間より四半期後入先出

法に変更しています。

　これに伴い、後入先出法に基づく在庫の評価及び

払出単価算定についても、従来、個別品目ごと履歴

別に在庫の評価及び払出単価を算定していました

が、当第１四半期連結会計期間より個別品目ごとに

統一した単価により在庫の評価及び払出単価を算

定しています。

　この結果、従来の方法によった場合と比べて、営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、

それぞれ5,553百万円増加しました。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しています。

　また、当社及び国内連結子会社は、従来、主として

後入先出法による原価法（一部低価法）によって

いましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日）の適用に伴い、主として

後入先出法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性低下に基づく簿価切り下げの方法）に

より算定しています。

　この結果、従来の方法によった場合と比べて、営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、

それぞれ521百万円減少しました。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しています。
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項目
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　 (2) リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっていましたが、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年

１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１

日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財

務諸表から適用できることとなったことに伴い、当

第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等

を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によって

います。また、所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産の減価償却方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする

定額法を採用しています。

　なお、リース取引開始日が当基準適用より以前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理を適用しています。

　この変更による損益への影響はありません。

(3) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作

成における在外子会社の会計処理に関する当面の

取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17

日）を適用し、連結上必要な修正を行っています。

　この結果、期首の利益剰余金は2,193百万円減少

し、また、従来の方法によった場合と比べて、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、そ

れぞれ1,091百万円増加しました。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しています。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

項目
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

税金費用の計算 　税金費用は、主として、当第１四半期連結会計期間を

含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してい

ます。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示して

います。
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【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び国内連結子会社の有形固定資産については、当

第１四半期連結会計期間より減価償却資産の耐用年数等

に関する省令の一部を改正する省令（平成20年４月30日

　財務省令第32号）を契機として見直しを行い、改正後の

省令に規定する耐用年数に変更しています。

　この結果、従来の方法によった場合と比べて、営業利益、

経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ673

百万円減少しました。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しています。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　減価償却累計額

　有形固定資産の減価償却累計額は、1,810,452百万円

です。

※１　減価償却累計額

　有形固定資産の減価償却累計額は、1,808,814百万円

です。

　

　

　

　

　２　偶発債務

　連結会社以外の下記会社等の金融機関等からの借入

等に対し、債務保証又は経営指導念書の差入れを行っ

ています。

　２　偶発債務

　連結会社以外の下記会社等の金融機関等からの借入

等に対し、債務保証又は経営指導念書の差入れを行っ

ています。

(1) 債務保証 (1) 債務保証

保証先 （百万円）

従業員 3,129

徳山ポリプロ㈱ 1,692

PT.Idemitsu Lube 

Techno (Indonesia)

688

    (6,406千US$)

その他 988

(10,421千RM,26,000千人

民元,1,300千US$,19,000

千INRを含む)

合計 6,498

保証先 （百万円）

従業員 3,219

徳山ポリプロ㈱ 1,797

出光潤滑油(中国)有限公

司（旧天津出光潤滑油有

限公司)

967

(6,000千US$,25,000

千人民元)

PT.Idemitsu Lube 

Techno (Indonesia)

544

    (5,380千US$)

その他 789

(10,254千RM,17,000千人

民元,700千US$,18,500千

INRを含む)

合計 7,318

(2) 経営指導念書 (2) 経営指導念書

保証先 （百万円）

千葉フェノール㈱ 954

ひびき灘開発㈱ 830

合計 1,784

保証先 （百万円）

千葉フェノール㈱ 954

ひびき灘開発㈱ 846

合計 1,801

　

　

　

　

※３　たな卸資産の内訳

　商品及び製品の内訳は以下のとおりです。　

　 （百万円）　

商品　 13,292

製品 130,013

※３　たな卸資産の内訳

　商品及び製品の内訳は以下のとおりです。　

　 （百万円）　

商品　 7,147

製品 106,462

　

　

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　　　　　　　     ─────────　　
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

　 （百万円）

現金及び預金勘定 105,050

取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券）
4,210

現金及び現金同等物 109,260

　

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに住商石油㈱（平成20年７

月１日エスアイエナジー㈱に社名変更）を連結し

たことに伴う連結開始時の資産及び負債の主な内

訳並びに株式の取得価額と取得のための支出（純

額）との関係は次のとおりです。

　 （百万円）

流動資産 19,466

固定資産 4,165

のれん 1,053

流動負債 △21,342

固定負債 △2,413

株式の取得価額 928

取得に伴う貸付金 5,200

現金及び現金同等物 △2

差引：取得のための支出 6,126
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　40,000,000 株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式                       9,954 株

　

３．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月２日

取締役会
普通株式 2,999  利益剰余金 75.00 平成20年３月31日 平成20年６月５日
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 

石油製品

（百万円）

石油化学

製品

（百万円）

石油開発

（百万円）

その他

（百万円）

計

 （百万円）

消去又は

全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 793,588 187,594 31,156 29,612 1,041,953 － 1,041,953

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
748 474 － 1,441 2,664 (2,664) －

計 794,337 188,069 31,156 31,053 1,044,617 (2,664) 1,041,953

営業利益又は営業損失（△） △11,054 2,493 15,845 792 8,077 (2) 8,075

　（注）１. 事業区分は、内部管理上採用している区分によっています。

２．各事業区分に属する主な製品又は事業内容

(1）石油製品　　　：ガソリン・ナフサ、灯油・軽油、重油等石油製品、潤滑油、ＬＰガス、海運業等

(2）石油化学製品　：エチレン等石油化学製品

　　　　　(3）石油開発　　　：石油資源の調査、探鉱、開発及び販売

　　　　　(4）その他　　　　：石炭事業、ＳＳ関連商品、リース事業、電子材料事業、建設・保全工事等

３．会計処理方法の変更

（たな卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　３．(1)」に記載のとおり、たな卸資産

の評価方法については、従来、年度別（もしくは半期別）の後入先出法によっていましたが、「四半期財務諸表

に関する会計基準」（企業会計基準第12号　平成19年３月14日）の適用に伴い、四半期毎の適正な期間損益計

算を行うため、当第１四半期連結会計期間より四半期後入先出法に変更しています。

　これに伴い、後入先出法に基づく在庫の評価及び払出単価算定についても、従来、個別品目ごと履歴別に在庫

の評価及び払出単価を算定していましたが、当第１四半期連結会計期間より個別品目ごとに統一した単価によ

り在庫の評価及び払出単価を算定しています。

　この結果、従来の方法によった場合と比べて、石油製品部門で営業損失は4,627百万円減少し、石油化学製品部

門で営業利益は926百万円増加しました。

　また、当社及び国内連結子会社は、従来、主として後入先出法による原価法（一部低価法）によっていました

が、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７

月５日）の適用に伴い、主として後入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性低下に基づく簿

価切り下げの方法）により算定しています。

　この結果、従来の方法によった場合と比べて、営業利益は石油化学製品部門で521百万円減少しました。

（連結財務表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　３．(3)」に記載のとおり、当第１四半

期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結上必要な修正を行っています。

　この結果、従来の方法によった場合と比べて、営業利益は石油開発部門で1,107百万円増加し、その他部門で15

百万円減少しました。

４.追加情報　

「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社の有形固定資産については、当第１四半期連結会計期

間より、減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令（平成20年４月30日　財務省令第32

号）を契機として見直しを行い、改正後の省令に規定する耐用年数に変更しています。

　この結果、従来の方法によった場合と比べて、石油製品部門で営業損失は295百万円増加し、営業利益は石油化

学製品部門で365百万円、その他部門で13百万円それぞれ減少しました。　

【所在地別セグメント情報】

　  当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）　

　　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント

　情報の記載を省略しています。　

【海外売上高】
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　  当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）　

　　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しています。

　

　

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

　前連結会計年度末に比べて著しい変動のあるデリバティブ取引は、以下のとおりです。

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引    

 　売建米ドル 13,843 13,497 346

 　買建米ドル 206,928 205,966 △961

（注）１．時価の算定方法

先物為替相場及び取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。

　２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。

　３．上記評価損益は四半期連結損益計算書に計上されています。

　４．当社グループが行うデリバティブ取引は、業務上発生する為替・金利・商品価格変動リスクをヘッジす

る目的で実需の範囲内で行っており、収益確保を目的とした投機的取引は行っていません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 12,345.66円 １株当たり純資産額 12,404.45円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 72.12円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純損失について

は、潜在株式が存在しないため記載していません。

　

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（円） 72.12

四半期純損失（百万円） 2,884

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 2,884

期中平均株式数（千株） 39,990

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　

　　　　　　　     ─────────　　
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２０年８月１日

出光興産株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒田　　裕　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大黒　英史　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 原山　精一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている出光興産株式会

社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成２０年４月１日

から平成２０年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、出光興産株式会社及び連結子会社の平成２０年６月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、たな卸資産の評価方法に

ついて、会社は、従来、年度別（もしくは半期別）の後入先出法によっていたが、当第１四半期連結会計期間より四半期後入

先出法に変更した。これに伴い、後入先出法に基づく在庫の評価及び払出単価算定についても、従来、個別品目ごと履歴別に

在庫の評価及び払出単価を算定していたが、当第１四半期連結会計期間より個別品目ごとに統一した単価により在庫の評

価及び払出単価を算定している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管してお

ります。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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